
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 2 年度 2 月補正予算参考資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 

 

 





令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  企業支援課 （ 内線 ： ７６５８ ）
　　３目　金融対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）鳥取県
新型コロナウ
イルス感染症
対応企業支援
基金積立事業

0 11,457,559 11,457,559  11,457,559

 トータルコスト 0 11,458,346 11,458,346（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人基金積立業務

 工程表の政策目標
（指標）

・県内中小事業者等の経営の安定化に向けた資金繰り環境の円滑化を図るための資金制度を構築・運営。
・新型コロナウイルスによる影響を受けた県内中小事業者等に対する資金繰り支援の充実を図るため、国や市
　町村等と協調・連携し資金制度を構築・運営。

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内中小企業等の経営の安定化を図るために発動した地域経済変動
対策資金に係る経費負担を円滑に行うために基金を創設し、金融機関の利息収入及び鳥取県信用保証協会の保証
料収入の減収相当額の補填に要する経費に充てる。

 ２　主な事業内容

〇新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の一部を基金に積み立てる。

　令和２年度：充当額　11,457,559千円

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 　新型コロナウイルス感染症の県内企業等への影響拡大の状況を踏まえながら段階的に支援を拡充してきた。

令和２年１月30日付けで、新型コロナ感染症対応の地域経済変動対策資金発動
　　（利率1.43％、保証料率0.5％程度、融資期間10年）

融資枠の拡充：当初予算80億円→４月 400億円→６月 800億円→８月 1,500億円→11月 2,000億円→１月 2,200億円
支援内容の拡充：

　　　R２. ２.14  　「利率1.43%＋保証料率0.5％程度」　→　「利率0.7％（５年間）＋保証料０％（５年間）」
　　　R２. ３.18　　「利率0.7％（５年間）＋保証料0％（５年間）」→「利率0％（３年間）」　対象：売上高15％以上減少
　　　R２. ５. １　  国制度を活用し「利率０％(３→５年）＋保証料０％(５→10年)＋据置期間(３→５年)」へ拡充
　　　R２.12.22　 申込期限を令和３年３月末まで延長
　　　R３.  1.29　 融資限度額を2.8億円から３億円に拡充





令和２年度企業会計補正予算説明資料 

 

款 資本的支出 

 項 建設改良費                                                経営企画課（内線７４４３） 

   目 設備費                                                        （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 
財   源   内   訳 

備 考 
国庫支出金 起  債 その他 一般財源 

電気事業会計 

（工事費負担金） 
0 691,764 691,764 

 

 

 

 

(内部留保資金) 

 

691,764 

  

主な業務内容  工事費負担金の精算支払 

工程表の政策目標(指標) － 

 

 事業内容の説明 

 

  １  事業の目的・概要 

 水力発電施設のコンセッション導入に伴い、小鹿第一発電所と中国電力の送電線との間をつなぐ

専用の送電線（電源線）の更新工事にあたり、中国電力が負担した工事費を精算するもの。 

 

 ２ 事業内容 

 （１）予算額 ６９１，７６４千円 （小鹿第一線の残存簿価から土地取得費を差し引いた精算額） 

 

    算出基礎 工事費 906,827 千円－償却額 204,940 千円－土地取得費 10,123 千円＝691,764 千円 

 

 （２）経 緯 

○小鹿第一発電所と中国電力の送電線をつなぐ電源線（小鹿第一線）の老朽化に伴う更新工事

（平成２７年完了）にあたっては、業務の効率化を図る観点から、平成２２年７月に以下のと

おり覚書を締結した。 

・小鹿第一線は中国電力が整備し、所有する。 

・工事費用についても中国電力が負担する（県企業局は負担しない）。 

  （注）中国電力は、総括原価方式に基づく電力受給契約の継続を前提として小売原価に含め

て費用を回収する。 

・中国電力と県企業局との間で締結する電力受給契約が解約・終了した場合には、県企業局は小

鹿第一線の残存簿価を支払う。 

 

○新しい小鹿第一線は平成２７年１２月に供用開始され今後も使用されるが、このたびコンセッ

ションの導入に伴い電力受給契約が解約となる（中国電力は整備費を回収できなくなる）こと

から、覚書に基づき残存簿価を支払うものである。 

 

 
 

 


